
『独占禁止法〔第２版〕』での引用箇所等に係る
『独禁法事例の勘所』（初版→第２版）の新旧対照表

平成２２年５月２８日作成

体系書２版＝『独占禁止法〔第２版〕』
勘所初版＝白石勘所＝『独禁法事例の勘所〔初版〕』
勘所２版＝『独禁法事例の勘所〔第２版〕』

１　勘所アイコンを新たに付することとなる事例

　東京高判昭和２６年９月１９日〔東宝スバル〕--- 38, 47, 356, 357

　公取委勧告審決昭和４７年９月１８日〔東洋製罐〕 --- 78, 295, 298

　公取委勧告審決平成１０年３月３１日〔パラマウントベッド〕--- 295, 298

　公取委勧告審決平成１７年４月１３日〔インテル〕--- 248, 253, 258

　公取委審判審決平成２０年９月１６日〔マイクロソフト非係争条項〕
　　　　　　　　　 --- 53, 69, 96, 97, 102, 106, 146, 251, 262, 400, 442

　公取委命令平成２０年１０月１７日〔溶融メタル等購入談合〕
　　　　　　　　　 --- 113,154, 509, 571

　公取委発表平成２０年１２月３日〔ＢＨＰビリトン・リオティント〕 --- 619

　公取委審判審決平成２１年２月１６日〔第一興商〕 --- 35, 78, 285, 381

　公取委命令平成２１年２月２７日〔ＪＡＳＲＡＣ〕 --- 442

　東京高判平成２１年５月２９日〔ＮＴＴ東日本ＦＴＴＨサービス〕
　　　　　　　　　 --- 73, 192, 404, 614

　＊ 以下の３件は、勘所２版での新規登載事例であるが、体系書２版の執筆
　　基準時より後の事例であるため、体系書２版では引用していない。
　　　公取委発表平成２１年６月９日〔Westinghouse・原子燃料工業〕
　　　公取委命令平成２１年６月２２日〔セブン－イレブン〕
　　　東京地判平成２１年９月１５日〔ＧＬ鋼板刑事〕

２　勘所アイコンを削ることとなる事例

　公取委審判審決平成１９年３月２６日〔ＮＴＴ東日本ＦＴＴＨサービス〕
　　　　　　　　　 --- 72, 192, 398, 404

　公取委審判審決平成２０年６月２日〔港町管理等〕 --- 525, 527

　＊ ＮＴＴ東日本ＦＴＴＨサービス事件については、東京高裁判決（前出）の
　　解説という形で勘所２版に収録している。

３　体系書２版において引用した別の拙稿を勘所２版に収録したというもの

　体系書２版　７８頁で引用した拙稿　→　勘所２版３６９～３７０頁
　体系書２版２８５頁で引用した拙稿　→　勘所２版３６７～３６９頁
　体系書２版３２０頁で引用した拙稿　→　勘所２版３９１～３９６頁　
　体系書２版３８１頁で引用した拙稿　→　勘所２版３７１～３７２頁　
　体系書２版５７１頁で引用した拙稿　→　勘所２版３５２頁

４　体系書２版における勘所初版の引用の、勘所２版における相当箇所



体系書２版での登場箇所 勘所初版（「白石勘所」）の引用 勘所２版の相当箇所
　１３頁註９
　１４頁註１２　１４頁註１２

　１６頁註１８
　２１頁註３６
　２９頁註４６
　３３頁註５４
　３５頁註６５
　４１頁註８２
　４５頁註９１
　７３頁註１８０
　７９頁註１９２
　９４頁註２３０
　９６頁註２３９
　９７頁註２４２
１１３頁註７
１１４頁註１０
１３３頁註６９
１３６頁註７９
１４８頁註１１５
１５４頁註１３１
１６５頁註１５４
１７０頁註１６４
１８１頁註１８４
１８７頁註２０３
１９２頁註２２０
１９２頁註２２１
１９４頁註２２６
１９９頁註＊１
２０８頁註２６０
２１１頁註２６９
２１３頁註２７３
２１４頁註２７７
２２３頁註２９１
２２５頁註２９７

２２３～２２５頁 ２３５～２３７頁
１４３～１４５頁 １５３頁
５３頁 ６３頁
２６９～２７０頁 ２７５～２７７頁
６２～６３頁 ６８～６９頁
３０８～３０９頁 ３０４頁
３００～３０３頁 ２９６～２９９頁
１４３～１４５頁 １５３頁
１５３～１５５頁 １６１～１６３頁
２６６～２７０頁 ２７２～２７７頁
１０５頁 １０９頁
２０～２４頁 ２９～３２頁
８３頁 ８９頁
１１２～１１４頁 １２２～１２３頁
１４６頁 １５５～１５６頁
１１５～１２２頁 １２４～１３１頁
６４～６７頁 ７０～７３頁
２２５～２２６頁 ２３５～２３７頁
３２７～３２８頁 ３２１～３２３頁
２６９～２７０頁 ２７５～２７７頁
２９７～２９８頁 ２９３～２９４頁
１８２～１８３頁 １９０～１９１頁
１９２～１９５頁 ２０２頁
７４～７５頁 ８０～８１頁
３８～３９頁 ４６頁
４１頁 ４８頁
２８２～２８３頁 ３８２～３８４頁
３１９～３２０頁 ３１３～３１４頁
３１９～３２０頁 ３１３～３１４頁
４７頁 ５３～５４頁
７５～７６頁 ８０～８２頁
１０８～１０９頁 １１７～１１８頁
５３～５５頁 ６０～６１頁
３３０～３３３頁 ３２５～３２８頁
２６０～２６２頁 ２６７～２７０頁

１　勘所アイコンを新たに付することとなる事例

　東京高判昭和２６年９月１９日〔東宝スバル〕--- 38, 47, 356, 357

　公取委勧告審決昭和４７年９月１８日〔東洋製罐〕 --- 78, 295, 298

　公取委勧告審決平成１０年３月３１日〔パラマウントベッド〕--- 295, 298

　公取委勧告審決平成１７年４月１３日〔インテル〕--- 248, 253, 258

　公取委審判審決平成２０年９月１６日〔マイクロソフト非係争条項〕
　　　　　　　　　 --- 53, 69, 96, 97, 102, 106, 146, 251, 262, 400, 442

　公取委命令平成２０年１０月１７日〔溶融メタル等購入談合〕
　　　　　　　　　 --- 113,154, 509, 571

　公取委発表平成２０年１２月３日〔ＢＨＰビリトン・リオティント〕 --- 619

　公取委審判審決平成２１年２月１６日〔第一興商〕 --- 35, 78, 285, 381

　公取委命令平成２１年２月２７日〔ＪＡＳＲＡＣ〕 --- 442

　東京高判平成２１年５月２９日〔ＮＴＴ東日本ＦＴＴＨサービス〕
　　　　　　　　　 --- 73, 192, 404, 614

　＊ 以下の３件は、勘所２版での新規登載事例であるが、体系書２版の執筆
　　基準時より後の事例であるため、体系書２版では引用していない。
　　　公取委発表平成２１年６月９日〔Westinghouse・原子燃料工業〕
　　　公取委命令平成２１年６月２２日〔セブン－イレブン〕
　　　東京地判平成２１年９月１５日〔ＧＬ鋼板刑事〕

２　勘所アイコンを削ることとなる事例

　公取委審判審決平成１９年３月２６日〔ＮＴＴ東日本ＦＴＴＨサービス〕
　　　　　　　　　 --- 72, 192, 398, 404

　公取委審判審決平成２０年６月２日〔港町管理等〕 --- 525, 527

　＊ ＮＴＴ東日本ＦＴＴＨサービス事件については、東京高裁判決（前出）の
　　解説という形で勘所２版に収録している。

３　体系書２版において引用した別の拙稿を勘所２版に収録したというもの

　体系書２版　７８頁で引用した拙稿　→　勘所２版３６９～３７０頁
　体系書２版２８５頁で引用した拙稿　→　勘所２版３６７～３６９頁
　体系書２版３２０頁で引用した拙稿　→　勘所２版３９１～３９６頁　
　体系書２版３８１頁で引用した拙稿　→　勘所２版３７１～３７２頁　
　体系書２版５７１頁で引用した拙稿　→　勘所２版３５２頁

４　体系書２版における勘所初版の引用の、勘所２版における相当箇所



体系書２版での登場箇所 勘所初版（「白石勘所」）の引用 勘所２版の相当箇所
２３６頁註３２７
２４５頁註３４９
２４６頁註３５６
２５７頁註３８３
２５８頁註３８６
２６０頁註３９４
２９６頁註４８５
３１５頁註５４６
３８１頁註５
３８２頁註９
３９２頁註５０
３９９頁註１７
４００頁註２１
４０１頁註２２
４０４頁註３０
４０４頁註３１
４０４頁註３３
４１３頁註６５
４７８頁註２１３
４８０頁註２２１
５１０頁註３１７
５２０頁註３５１
５２５頁註３７５
５２６頁註３７９
５６８頁註５２４
６１０頁註６５３
６４５頁註５８
６５１頁註１４
６５２頁註１８
６７３頁註７６

３３４～３３７頁 ３２９～３３２頁
２２８～２３０頁 ２４１～２４２頁
２２８～２３０頁 ２４１～２４２頁
５～６頁 １４～１５頁
６～１１頁 １５～２０頁
１４１頁 １４９～１５２頁
２３５～２３６頁 ２４５～２４７頁
２１２～２１４頁 ２２４～２２６頁
１４１頁、１４６～１４８頁 １５１、１５６～１５８頁
１２４～１２６頁 １３４～１３５頁
６９～７０頁 ７５～７６頁
２５５～２５９頁 ２６４～２６６頁
３８～３９頁 ４５～４６頁
３３０～３３３頁 ３２５～３２８頁
２７～２８頁 ３５～３６頁
２８３～２８５頁 ３８４～３８７頁
２１９～２２１頁 ２３１～２３２頁
３２６頁 ３２０～３２１頁
３３７～３３８頁 ３３２～３３３頁
２８９～２９３頁 ２８６～２８９頁
１１５～１２２頁 １２５～１３１頁
３２７～３２８頁 ３２２～３２３頁
３４３～３４４頁 　※
１７２頁 １７９～１８０頁
２７２～２７６頁 ２７９～２８２頁
２８７～２８９頁 ２８４～２８６頁
３３５～３３７頁 ３３０～３３２頁
１７～１９頁 ２６～２８頁
５１～５２頁 ５７～５８頁
３３～３６頁 ４２～４３頁

※　勘所初版に公取委審決を収録したが、その取消請求に係る東京高裁判決が肩透か
　しの内容であったため、収録中止とした。


